








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































総数 lH可Ⅱ 2001年総数 2006年総数 単独事業）所 漸鳫
事業所の開設時期実数
同上対民営事業所総数比
率
本社の所在地実数
同上対支所総数')比率
l）外国の会社を除く。
の発生状況をみてみよう（表3-7)。
まず｢事業所の開設時期」は,年単位の１３の期間から選ぶ回答形式であり，
記入自体は容易であるので，「不詳」の大部分は無記入によるものと考えら
れる。「事業所の開設時期不詳」の発生数は，１９９１年以前の調査では１千件
未満であったが，1996年調査では１万件を超え，２００１年調査には６万件余
りまで増加した。2006年調査でも42241件(民営事業所総数の０７％に相当）
に達している。
2006年調査の「不詳」発生率を事業所の属性別にみると，「支所」（1.2％）
では本所（0.3％）の約４倍の水準であり，規模が小さい「支所」ほど「不
詳」率が高い（｢従業者１～４人の支所」では１４％)。業種別では「不動産
業」「飲食店，宿泊業」において1.1％と高い。また地域別にみると，「本所」
である事業所が多い東京都区部を除く各大都市の中心部において高率である
(表3-6参照)。
つぎに複数の事業所を持つ企業に属する事業所が回答した所属企業の他の
事業所に関する情報についてみてみよう。企業内での地位を「支所」と回答
した事業所の場合には,名寄せ作業のために調査票への｢本所の名称･所在地」
の記入が求められている。この項目の記入内容に不備があった「本所の所在
地不詳の支所」は，１９９０年代の調査では全国で千数百件であったが，２００１
年調査において９４と減少したのち，2006年調査では４４３５（対「支所」総数
1６
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0.4％）と大幅に増加した。この比率を地域別にみると，大都市において高
率であり（１６大都市では同０９％)，特に東京都区部では|可2.7％に達してい
る。同じく業種別にみると，「遊興飲食店」（全国では同1.6％，東京都区部
では同5.4％)･｢飲食料品小売業｣(全国では同０４％,東京都区部では同２４％）
などにおいて発生率が高い。
このような名寄せができなかった事業所の状況をみてみよう。名寄せがで
きなかった事業所は，「本所」である事業所が実地調査において把握されな
かった場合または「支所」が記入した「本所などの名称・住所」の記入内容
が「不正確」ないし「無記入」であった場合に生じたものと考えられる。「本
所」については「支所」である事業所が実地調査において把握されなかった
場合または「本所」側の「支所」に関する記入内容が「不正確」ないし「無
記入」であった場合に生じたものと考えられる。
表3-8には，「支所」のうち名寄せが可能であった事業所の比率を1972年
以降の調査の結果について示した。名寄せ可能率は継続的に低下しており，
2006年調査では約７５％であった。2006年調査において名寄せができなかっ
た「支所」である事業所は約２６．８万（所属従業者数は約341万人）にのぼり，
その約半数が従業者１０人未満の小規模な事業所である。業種別にみると,「卸
売・小売業」（事業所数9.5万）・「サービス業（他に分類されないもの)」（同
4.7万）・「飲食店，宿泊業」（同４２万）・「製造業」（同３．０万）・「建設業」（同
1.5万）が多い。
表３－８支所から見た名寄せ可能率
年次
1972年
1986年
1996年
2001年
2006年
名寄せ対象支所数
418809
787111
1024758
1045340
1087045
可能率（％）
８４．１
８１．２
８１．７
７７．６
７５．３
出所総務省統計局（2008a）
1７
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表３－９本所から見た名寄せ可能率
（単位％）
ＯＯＯＯＩ
31.8
()OｂｌＪ 戸】
)０～５０(）カト ８
F1
L｣
Ｈ
Ｌｮ
〔)(）
〔)(）
88.(」
。
他方，「本所」の名寄せの状況にも問題がある。表3-9は，「本所」の名寄
せの状況を2001年調査と2006年調査について資本金規模別に示したもので
ある。名寄せが可能であった「本所」の比率は，総数において2001年調査
の約84％から2006年調査の約８２％へ低下しており，また資本金１０億円未
満の各規模の企業において低下がみられる。低下幅は資本金規模が小さい企
業ほど大きく，資本金300万円未満の企業の2006年調査における名寄せ可
能率は約７７％と最も低かった。2006年調査において名寄せができなかった
｢本所」である事業所は約４．４万（所属従業者数は約９５万人）にのぼり，そ
の半数以上が従業者１０人未満の小規模な事業所である．業種別にみると,「卸
売・小売業」（事業所数１３万）・「サービス業（他に分類きれないもの)」（同
0.8万）・「建設業」（同０．７万）・「製造業」（同０７万）が多い．
２）企業単位の調査項目の精度
すでに触れたように「事業所・企業統計調査」において，事業所から回収
された調査票から得られた情報が名寄せされて企業単位の情報が構築されて
いる。
まず2006年「事業所・企業統計調査」が把握した企業数自体を，活動中
１８
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の企業数に関する他のデータ（国税庁・財務省・民間の信用調査機関による
把握）と比較してみよう。
表3-10には資本金階級別に「国税庁による把握数（統計調査の名称は「会
社標本調査｣)」と対比した。「国税庁による把握数」は「会社標本調査」の
母集団企業数であり，これは2007年１月末までの１年間に事業年度末を迎
えた法人が提出した確定申告書に基づくものである'')。したがって，「国税
庁による把握数」は「事業所・企業統計調査」の実施時期である2006年１０
月に実際に活動していた法人数に近いとみなしてよいと考えられる。
2006年「事業所・企業統計調査」の把握数（約152万社）は，「会社標本
調査」の母集団企業数（約254万社）よりもかなり少ない（前者の後者に対
する比率は約６０％である)。「会社標本調査」の母集団企業数との差は資本
金規模が小さい企業において大きく，資本金500万円以下の企業では「会社
標本調査」の母集団企業の約半数に相当する数しか把握していない'2)。
表３－１０会社標本調査との把握社数の対比
事業所・企業
統計調査
(2006年１０月）
（Ａ）
会社標本調査 比率
(2007年１月）
（Ｂ） Ｂ胱
州
釧
州
州
珊
州
州
州
胱
ノ
８
１
１
５
８
４
８
２
９
０
●
■
●
■
●
●
●
●
●
Ｃ
Ａ
５
５
６
６
６
７
８
９
５
２
趣資 1515835
581720
189078
675748
40287
23057
３８８６
２０５９
2585828
1140977
308406
1040284
58451
31055
４４１６
２２３９
～５００万円
500万～1,000万円
1,000万～5,000万円
５０００万～’億円
１億～１０億円
１０億～５０億円
５０億円以上
本
金
額蔀鯛 株式会社・有限会社
その他'）
1496255
19580
2496832
95082
1）「事業所・企業統計調査」では合名会社・合資会社・合同会社・相互会社が含ま
れており、「会社標本調査」ではこのほか協業組合・特定目的会社・企業組合・
医療法人が含まれている。
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また，両調査が把握した企業数を「会社標本調査」の業種分類に揃えて対
比を試みる（表3-11）と,一部の業種については不一致が残っているものの，
｢不動産業（｢会社標本調査」の母集団企業数に対する比率は３９％)」「鉱業
(同４３％)」「金融保険業（同４３％)」などにおいて差が特に大きい。過去の
両調査が同一年次に把握した企業総数を比較すると,「事業所･企業統計調査」
による把握企業数の「国税庁による把握数」に対する比率は１９９１年以降低
下傾向にある。
また,2000年以降の「金融保険業」を除く「国税庁による把握企業数」は，
|司じ範囲の企業を対象とする財務省「法人企業統計調査」の母集団企業数'3）
よりも数％少ない水準で推移している'4)。なお，財務省と内閣府が共管で実
施している「法人企業景気予測調査」では「法人企業統計調査」から得られ
た企業名簿が「金融保険業」を除く業種について母集団名簿として利用され
ており，「事業所･企業統計調査｣から得られた企業名簿は｢法人企業統計調査」
表３－１１国税庁調査把握企業数との対比
事業所・企業
統計調査（A）
ｊＢく／
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
１
０
９
３
６
７
４
３
１
３
９
８
８
Ａ
６
４
４
６
６
６
７
７
４
３
５
４
く率ｂ上
総数
農林水産業
鉱業
建設業
製造業2）
卸売業
小売業
料理飲食旅館業3）
金融保険業
不動産業
運輸通信公益事業4）
サービス業5）
1515835
10616
１７４３
280023
258648
175057
267355
84389
17978
101434
49610
268982
2541498
21657
４０９９
426941
385607
275033
365907
118810
41403
259756
84947
556798
国税庁調査の分類に事業所・企業統計調査の分類を対応させた。
国税庁調査の結果には「新聞業・出版業」が含まれている。
一般飲食店・遊興飲食店・宿泊業。
｢公益事業」は「電気業、ガス業、熱供給業、水道業｣。
国税庁調査の結果は「情報サービス業」「医療・福祉」「教育」を含み、「新聞業・
出版業」が除外されている。
l）
2）
3）
4）
5）
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が対象としていない「金融保険業」の企業についてだけ利用されている'5)。
さらに個別企業の信用情報を収集している帝国データバンク社による把
握企業数(企業コードが付与された会社数｡2006年９月現在。約175万社)も，
｢事業所･企業統計調査」の把握数を上回っている'6)。同業の東京商工リサー
チ社も信用情報を提供できる全国の個別企業数を2007年９月現在180万社
としている'7)。
以上のような比較の結果から2006年「事業所・企業統計調査」が把握し
た企業は，実地調査の時点で実際に活動していた企業と比べてかなり少ない
のではないかと推測される'8)。
つぎに「事業所・企業統計調査」の企業単位の調査項目の「不詳」数の状
況をみてみよう。表3-12は，1991年以降の「不詳」数の推移を示したもの
である。2006年調査の結果における「不詳」数は「会社の開設時期」の項
目では前回よりやや減少しているが，2001年調査において初めて採用され
た「会社の成立（商業登記簿謄本における成立）年月」の項目では2006年
調査（3.4％）の結果は2001年調査より上昇している（2.6％)。両項目とも
資本金額の小さい企業の「不詳」が大半を占めており，「不詳」率も中堅以
表3-12企業項目の「不詳」
1991年
総数
1996年
総数
2001年
総数
岬鮒２
資本金額
|WIii
l万}'1未
満
1,000
万円～
3,000
万円未
満
２３１５鱒lIllLTIiiili
D2001年調査から採用された調査項目。
９５
００１％
3587
0.21％
8746
0.54％
41478
2.56％
6113
0.40％
51494
3.40％
2742
0.49％
25704
4.61％
570
0.30％
4824
2.55％
１１５
０４７％
９７８
４０３％
0.38％
18133
2.99％
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上の規模の企業よりも高い。このような企業規模別の傾向は，２００１年調査
と同様である。業種別では，「遊興飲食店」（104％)･｢一般飲食店」（６７％)・
｢洗濯･理容･美容･浴場業」（６５％)･「インターネット附随サービス業」（６０％）
｢医療業」（５４％）・「娯楽業」（5.3％）・「飲食料品小売業」（5.3％）・「映像・
音声・文字情報制作業」（５０％）・「航空運輸業」（５０％）・「その他のサービ
ス業」（５０％）の企業が高い。
この項目に関連して，2006年調査の結果における企業の合併・分社に関
する調査項目の「不詳」数を2001年調査と対比すると（表3-13)，３項目と
も実数は少ないものの，該当企業総数に対する「不詳」率は上昇している。
また,３項目のうち｢新設｣を除く２項目において資本金額の小さい企業の｢不
表3-13企業の合併・分社時期項目の「不詳」
資本金額
１０()（￣|リノkIiii 1億円～
5
6.85％
会社の新設合併時期不詳実数
(同上対該当総数比率）
36
4.48％
41
6.43％
10
3.53％
26
9.22％
会社の吸収合併時期不詳実数
(同上対該当総数比率）
78
0.97％
71
0.60％
160
1.31％
68
5.61％
14
0.47％
会社の分社・分割時期不詳実数
(同上対該当総数比率）
156
3.13％
182
4.64％
８０
６．１０％
93
4.47％
9
1.68％
詳」率が中堅以上の規模の企業よりも高くなっている。
注
l） ｢事業所・企業統計調査」による「外見上一般の住居と区別しにくい事業所」
の規定は，いくつかの地方自治体の統計主管課の説明では「大工，家内工業な
ど住宅を事業所としたもので，事業所を表示する看板などがなく，簡単に事業
所であることを見分けることができない事業所，また，個人タクシー，行商な
2２
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ど(Ｉ宅を拠点としているものも該当する」とされており，調査員はこの説明に
従って判断したものと考えられる。徳島市（2008）など。
２）総務省統計局の関係者も「小規模な事業所が漏れやすい面があることは否定で
きない」と指摘している。松井（2008)。
３）２０()１年９月分と２００６年９)j分の「労働力調査」の結果は総務省統計ﾊﾟｵ（2008.）
から引用した。
４）2007年１０月に実施された「就業構造基本調査」の結果によれば，「副業」に従
事する「有業者」は，男性では153.0万人，女性では１０８．７万人であった。総
務省統計局（2008b)。
５）「事業所・企業統計調査」における「臨時雇用者」の定義は，「常用雇用者以外
の雇用者で，ｌか月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されて
いる人をいう。」である。
６）「事業所・企業統計調査」における「常用雇用者」の定義は，「期間を定めずに
雇用されている人若しくはｌか月を超える期間を定めて雇用されている人又は
調査Ⅱ前２か)]ｌＩＩｊでそれぞれ１８日以上雇)Hされている人」である。
７）2001年調査から集計対象に含められている。総務省統計局（2004)。
８）2004年調査では，回答への抵抗感が大きい売上額・経費・設備投資額に関する
項|｜を含む「商業統計調査」「サービス業基本調査」の項目（該当業種の事業
所だけが対象）を含む調査票であったことが非協力を拡大させたnJ能性がある。
９）2001年調査において｢事業内容不詳の事業所｣の比率が6％以上であった市区は，
東京都豊島区132％・同渋谷区９９％．'可港区9.6％．'川世田谷区7.8％・同新
宿|え7.1％・同板橋区7.0％・lil千代田区６９％，横浜市''１区９９％・liililW区6.6％，
大阪市中央区6.9％，仙台市青葉区６８％，千葉県市111市6.2％などである。
１０）経済産業省（2008)。
11）２０()6年２月１１１から2007年１M３１日までの間に終了した調査対象法人の各事
業年度（この間に事業年度が２回以上終了した法人にあってはその全事業年度）
を対象として，２００７年６月３０日現在でとりまとめている。税務署に提出され
た対象事業年度分の法人税の確定申告書等に基づいて作成されたものである。
調査対象の範囲は株式会社（'１１有限会社を含む｡）・合名会社・合資会社・合同
会社・協業組合・特定目的会社・企業組合・相互会社・医療法人２５９万1914
法人である。このうち企業組合（1777）・相互会社（６）・医療法人（42087）を
除く法人数は，約254万社である。国税庁（2008)。
12）国税庁（2008）による2006年度についての消費税の納税申告件数（2007年６
月現在の申告）は，法人が1983615件となっている。消費税の納税申告を行わ
なかった法人を含めると，2006年度には200万社以上の法人が活動していてい
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たと考えられる。２００６年度にはこのほかに個人事業者による納税申告件数が
1532813件記録されている。
13）「法人企業統計調査」の対象企業名簿に登録されている企業数を指す。
14）2006年６月を基準日に実施された経済産業省企業活動基本調査の対象企業数
（資本金または出資金3000万円以上，従業者５０人以上，－部業種除外）約
39000社は，２００６年「事業所・企業統計調査」による同一属性の把握企業数
とほぼ同程度である。なお，２００６年経済産業省企業活動基本調査の回収率は
79.4％であった。経済産業省（2008)。
１５）「法人企業統計調査」から得られた名簿のカバレッジが高いと認識されている
のであろう。総務省政策統括官（2008)。
１６）2008年７月に閲覧した帝国データバンク社サイトの掲載情報による。帝国デー
タバンク（2008)。
17）日本経済新聞社（2007)。
18）2001年調査が把握した企業数についての同様な点は松田（2003）山田（2003b）
松田（2006）などによって指摘されている。
4．同時期に実施された事業所を調査客体とする調査結果の精度の
状況
最後に２００６年「事業所・企業統計調査」の実施時期の前後に実施され
た事業所を調査客体とする他の統計調査の「不詳」および回収率の状況をみ
ておこう。
表4-1には，2004年「事業所・企業統計調査」と同時に実施された「サー
ビス業基本調査」')の２つの項目の「不詳」率の水準と過去の同調査の「不
詳」率を示した。この調査の客体は，事業所の規模により全数調査（従業者
３０人以上）と標本調査（従業者３０人未満）を併用する方式で選定され，「事
業所・企業統計調査」と同じ調査票に調査項目が掲載される形で実施され
た。表4-1によれば，1999年調査までは「不詳」率は増加傾向にあったが，
2004年調査ではやや減少している。
また,毎年実施されている「賃金構造基本調査」では回収状況に関するデー
タは「１０人以上の常用労働者を雇用する民営事業所」についての概数しか
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表4-1「サービス業基本調査」結果の不詳率
（単位：％）
年次
1989年
1994年
1999年
2004年
0.01
0.08
0.28
0.11
0.00
0.07
(開設形態）
事業所の移転
他の企業・団体からの分離・独立
支所・支社・支店として開設
他の事業からの転換
創業・創設
0.03
0.01
0.15
0.08
000
公表されていないが，2002年～2007年についての回収率は７０％台の水準で
推移している。この調査では，支払い賃金の金額に関する詳細なデータを提
供しなければならないので，比較的容易に回答できる「事業所・企業統計調
査」と比べて協力が得にくいのであろう。
つぎに，表4-2に「賃金構造基本調査」を含む事業所を調査客体とする調
査のうち回収率が公表されているものの水準（と５年前との変動）を示した。
全般に回収率は低下傾向を示している。調査方法と回収率の水準の関係をみ
ると，複数の方式が併用されている「特定サービス産業実態調査」を除き，
訪問した調査員が事業所から聞き取る方式の調査（｢毎月勤労統計調査特別
調査」「職種別民間給与実態調査｣）が最も高く，次いで事業所が記入した調
査票を訪問した調査員が回収する方式の調査（｢雇用動向調査」「賃金構造基
本調査」「パートタイム労働者総合実態調査｣)，往復郵送調査（｢労働経済動
向調査｣）となっている。調査客体の協力度が減退する傾向にあるので回収
率の水準は,回答を促す作用の調査方式による強弱を反映したものであろう。
調査方式および調査客体の属性などの相違はあるものの，「事業所・企業統
計調査」の実地調査においてみられた問題と同様の状況がこれらの調査の実
地調査にも作用していると考えられる。
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表４－２事業所を調査客体とする調査の回収率
調査客体'）
(事業所の規
模・属性）
実施機関「統計調査」
厚生労働省「毎月勤労統計調査
特別調査」
人事院「職種別民間給与実態調
査」
厚生労働省「雇用動向調査」２）
畔一岬一粋一昨一碑一洲一昨岬畔咋咋岬咋
厚生労働省「賃金構造基本調査」
厚生労働省「パートタイム労働
者総合実態調査」３）
厚生労働省｢労働経済動16]調査｣I）
経済産業省「特定サービス産業
実態調査」
各種物品賃貸
業5）
情報処理・提
供サービス業6）
ソフトウェア
業7）
産業用機械器
具賃貸業8）
その他の広告
業9）
事務用機械器
具賃貸業'0）
広告代理業ｕ）
併用 ％
％
％
％
％
％
％
０
３
２
３
１
８
４
１
５
Ｌ
０
９
６
９
９
８
８
８
７
７
６
（訪問自
計・郵送）
l）事業所の規模のほかに「産業」による限定があり、いずれも「公務」は除外。２）
上半期分と下半期分の平均。
3）事業所調査の回収率。並行して実施された労働者個人調査の回収率は５４９％･前
回調査は2001年。４）2006年実施分の平均。
5）平均従業者数１９人。６）同４６人。７）同５３人。８）同１１人。９）同１７人。
１０）同１９人。１１）同２０人。
出所厚生労働省（2008）・人事院（2006）・総務省政策統括官（2008）・経済産業省
産業政策局調査統計部（2008）
注
l） 対象業種は，「不動産業」（不動産取引業を除く），「飲食店，宿泊業」（遊興飲
食店を除く），「医療・福祉」（医療業の一部を除く），「教育，学習支援業」（学
校教育を除く），複合サービス事業」（郵便局を除く）及び「サービス業（他に
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分類されないもの)」（家事サービス業及び外国公務を除く）並びに「情報通信
業」の一部である。また，卸売業・小売業の事業所を対象とする商業統計調査
の調査項目も同一の調査票に掲載されていた。事業所側の抵抗感が一般に強い
と考えられる項目（サービス業の事業所では収入額とその内訳・経費・設備投
資額など，卸売業･小売業の事業所では販売額とその内訳･その他の収入額など）
ヘの回答が求められていた。これらの項目が含まれていない2006年「事業所・
企業統計調査」の回答の際の抵抗感は相対的に弱かったと考えられる。
むすびにかえて
本稿の考察には，「不詳」・回収率に関するデータの入手の制約などから一
定の限界があるものの，２００６年「事業所・企業統計調査」の結果の精度は
調査客体である事業所側の回答に対する意欲の全般的な減退傾向を受けて大
都市に所在する事業所，零細規模の事業所・企業などの把握の程度・回答内
容などにおいてかなり問題があるといえよう。調査結果の利用の際には以前
よりも注意が必要といえる。また業種別・規模別把握企業数．事業所数に
ついての「法人企業統計」・「企業活動基本調査」との比較などの立ち入った
検討を行えなかった点については,早い機会に再度とりあげることにしたい。
なお，「事業所・企業統計調査」の調査事項は2009年以降に実施される経
済センサスに統合される予定である')。
注
l）総務省統計局（2008c）
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2７
2006年「事業所・企業統計調査」の調査結果の精度について（山田）
総理府統計局（1984）『事業所統計調査報杵昭和５６年』第１巻全国編Ｈ本統計
協会
総務庁統計局（1987）「事業所統計調査報告昭和６１年」第１巻総務庁統計局
総務庁統計局（1992）「事業所統計調査報告平成３年」第１巻総務庁統計局
総務庁統計局（1998）「事業所・企業統計調査報告平成８年』第１巻日本統計協
会
労働大臣官房政策調査部（1998）「｢間接部門の効率化等の雇用への影響に関する調
査研究』結果概要」労働政策研究・研修機構サイト（http:/ﾉWwwjiLgo・jp/kisya／
daiLiin/98063006./98063006..html）
総務省統計局統計基準部（2000）「統計調査等の報告負担に関する調査結果の概要」
2000年度日本統計学会会場配布資料
統計審議会（2000）「諮問第265号の答１１１平成１３年に実施される事業所・企業
統計調査の計画について」総務省統計局サイト（http:"wwwstatgojp/mdex／
singikai/2-265ｈht、）
人事院勤務条件局（2001）「民間給与の実態平成１３年版」財務省印刷局
法人企業統計から見た日本の企業行動研究会（2002）「資料法人企業統計調査の変遷
と概要」財務省財務総合政策研究所「フイナンシヤル・レビュー』2002年６月
号財務省印刷局
総務省統計局（2003）「事業所・企業統計調査報告平成１３年」第１巻日本統計協
会
山田茂（2003a）「企業を調査客体とする統計調査の最近の回収状況について」国士
舘大学政経学会「政経論叢」第125号
山田茂（2003b）「事業所を調査客体とする統計調査の最近の回収状況について」国
士舘大学政経学会『政経論叢」第126号
松田芳郎（2003）「ミクロデータによる企業分析の新たな展開」松田芳郎，清水雅彦，
舟岡史雄「企業行動の変容：ミクロデータによる接近』日本評論社
総務省統計局（2004）「平成１３年事業所・企業統計調査特別集計事業所の異動及
び事業転換に係る特別集計の概要」総務省統計局サイト
（http:"www.stat､go.』p/datEMjigyou/2001/tenkan/gaiyouhtm）
山田茂（2006）「企業を調査客体とする統計調査の最近の回収率の水準について」
国士舘大学政経学会「政経論叢』第135号
徳島市情報推進課（2006）「平成１８年事業所・企業統計調査用語の解説」徳島市サイ
ト（http://www・city､tokushima・tokushimajp/jyoho-suisin/pdf72006/2006｣02.Pdf）
総務省統計局(2006)｢統計調査等の報告負担に関する調査｣総務省統計局サイト(httpW
www・statgojp/index/seido/6-4-2.ht、）
松田修一（2006）「開業率捕捉に対する整理と提言」「わが国における開業率の要因分
2８
２００６年「事業所・企業統計調査」の調査結果の精度について（山田）
析に関する調査研究』財団法人１１二'小企業総合研究機構サイト（http://kikou
jsbrLonjp/new-hp/work/research/pdDopenmg/chapter6・pdf）
読売新聞社（2006a）「大阪府の統計調査員，企業名簿など盗難被害」「大阪読売新聞」
２００６年９月２３日朝刊
中国新聞社（2006）「統計調査かたり企業に不審電話県，注意呼び掛け」『中国新聞』
２００６年１０月５日朝刊
毎日新聞社（2006）「不審電話：企業情報収集に注意を県統計調査室が呼びかけ／
広島」「毎日新聞」２００６年１０月７日朝刊
読売新聞社（2006b）「石巻市の調査員，事業所名簿紛失総務省「企業統計」の担当
＝宮城」「東京読売新聞」2006年１０月７日朝刊
朝日新聞社（2006）「総務省調査の調査票を紛失仙台市／宮城県」『朝日新聞」２００６
年１０月１１日朝刊
静岡新聞社（2006）「65事業所分名簿を紛失一富士市，統計調査用」「静岡新聞」２００６
年１０月２８日朝刊
人事院（2006）「民間給与の実態（平成１８年職種別民間給与実態調査の結果)」
人事院サイト（http:/ﾉWwwjilUi・gojp/kankoku/minkan/mmindexlltm）
経済産業省（2007）「平成１８年企業活動基本調査速報」経済産業省サイト（httpW
wwwmetLgojp/statistics/tyo/kikatu/result-2/hl8sokuho/pdf7h2clsbUpdf）
総務省統計局（2007）「平成１８年事業所・企業統計調査結果の概要」総務省統計局
サイト（http:"wwwstatgojp/data/iigyou/2006/kakuhou/gaiyou/gaiyouhtm）
日本経済新聞社（2007）「信用調査値下げ，経営改善指南など，新サービスも－需
要開拓狙う」、経産業新聞』2007年９１］７日付
厚生労働省（2008）「厚生労働統計一覧」厚生労働省サイト（http:"wwwmhlwgojp／
toukei/itiran/indexhtml）
財務省（2008）「法人企業統計調査」財務省サイト（http:"wwwmofgojp/lcOO2htm）
総務省統計局（2008a）「平成１８年事業所・企業統計調査単独事業所及び本所事業
所と'三|内支所事業所の名寄せによる集計について結果の概要」総務省統計局
サイト（http://www,statgojp/data/iigyou/2006/nayose/gaiyouhtm）
帝国データバンク（2008）「TDB企業コード」帝国データバンクサイト（httpWwww・
tdb,ＣＯ.』p/lineup/code/indexhtml)2008年７月に閲覧
総務省政策統括官（2008）「統計調査総覧平成１８年国（府省等）編』全国統計協
会連合会
総務省統計局（2008b）「平成１９年就業構造基本調査調査の結果結果の概要」総
務省統計局サイト（http://WWW・statgojp/data/shugyou/2007/gaiyouhtm）
松井博（2008）「公的統計の体系と見方」日本評論社
経済産業省産業政策局調査統計部（2008）「平成１８年特定サービス産業実態調査報告
2９
2006年「事業所・企業統計調査」の調査結果の精度について（山田）
書』経済産業統計協会
国税庁（2008）「国税庁統計年報平成１８年」国税庁サイト（http://Wwwntago・jp／
kohyo/tokei/kokuzeicho/tokeihtm）
総務省統計局(2008c)｢平成２１年経済センサスー基礎調査｣総務省統計局サイト（httpW
www.stat・gojp/data/e-census/2009/index・htm）
総務省統計局（2008.）「労働力調査＞基本集計＞全国＞月次」独立
行政法人統計センターサイト（http:"wwwe-statgo.』p/SGl/estat/OtherList、
ｄｏ?bid=000000110001＆cycode=l）
東京商工リサーチ（2008）「全国２５６万社企業代表者姓名調査」東京商工リサーチ
サイト（http:"www・tsr-net､cojp/new/data/ll77996818html）
経済産業省（2008）「商業統計調査の概要」経済産業省サイト（http://WwwmetLgojp／
statistics/tyo/syougyo/gaiyohtml）
3０
